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研究成果の概要（和文）：インドネシアの多くの小学校では学校給食がない。本研究では、1)インドネシアの学
校給食プログラムの歴史を整理すること、2)現行の学校給食プログラム（PROGAS）の状況と課題を明らかにする
ことを目的とした。その結果、1)インドネシアでは1991年から学校給食プログラムが実施されてきたものの、予
算制限、国の多様性、ガバナンスの難しさなどにより、依然として普及率の低さが第一の課題であった。2) 
PROGASは初年度、東ヌサ・トゥンガラ州で実施され、その参加児は、給食提供期間中、栄養素摂取状況の改善が
みられた。今後、プログラムの普及率向上と給食を活かした栄養教育の取り組みの強化が重要と考えられる。

研究成果の概要（英文）：Childhood is a critical period for establishing dietary habits; schools have
 opportunities to educate children in promoting healthy dietary habits. In Indonesia, many schools 
do not have school feeding programs (SFP), and children usually buy snacks at schools. The history 
of the country’s SFP is not well documented. This study reviewed Indonesia’s previous SFP and 
investigated the implementation and challenges with a pilot national SFP called PROGAS. The review 
revealed that Indonesia has considerable experience in establishing SFP from1991. However, due to 
the limited resources, diversity in the country, and difficulty in governance, the low coverage of 
the program is still a major challenge. Among the students who joined PROGAS project, nutritional 
intake significantly increased during the project, while there were no changes in the control group.
 Government regulations to increase the program’s coverage and nutrition education on all forms of 
malnutrition is necessary.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
インドネシアをはじめとする多くの開発途上国では、疾病や栄養構造の二重化が進んでいる。学童期は食習慣形
成において重要な時期であり、開発途上国における学童の栄養問題解決に向け、学校給食を通じた食習慣の改善
が重要であるという認識が高まっている。しかしながら、開発途上国において学校給食の効果を栄養面から評価
した報告は少ない。本研究は実際の学校給食介入の現場で、給食提供の効果を複合的に検証するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
インドネシアをはじめとする多くの開発途上国では、糖尿病・肥満・循環器疾患といった生活
習慣病が顕在化する一方で、依然として子どもの感染症や低栄養の問題が解決しないという、疾
病や栄養構造の二重化が進んでいる。インドネシアの国民健康調査（2013 年）の結果では、学
童について、発育阻害（Height-for-age z-score<－2）の割合が 30.7％、痩せ（BMI-for-age z-score<
－2）の割合が 11.2%と低栄養が問題である一方で、過体重/肥満（BMI-for-age z-score>1）の割合
が 18.8%と過栄養も増加している。 
学童期は食習慣形成において重要な時期であり、この時期に健康な食習慣を身につけること
は、学童期の健康のみならず、成人期の疾病リスクを軽減させるためにも重要である。世界的に
も、WHOが Nutrition –Friendly School Initiative (NFSI)というプログラムを開始するなど、開発途
上国における学童の栄養問題解決に向け、学校給食を通じた食習慣の改善が重要であるという
認識が高まっている。 
インドネシアのほとんどの公立小学校では学校給食がなく、学童が学校で頻繁に‘買い食い’を
する。研究代表者らが過去に西ジャワ農村で実施した調査では、そのような間食が学童の一日の
エネルギー摂取の 4割を占め、栄養素摂取のバランスを崩すのみならず、学童の成長を遅滞させ
ていた。更には、家計を逼迫し、高価で栄養価の高い食品購入を妨げていた。一方で、西ジャワ
農村にはすばらしい伝統食文化が残っており、同地域の日常的な食事は、間食よりもはるかに栄
養価が高い。そのことから、学校における間食を止め、栄養価の高い伝統食を給食として提供す
ることが学童の栄養改善のために有効な策と考え、インドネシアの共同研究者（ボゴール農科大
学人類生態学部）と共同で、地域住民によって持続可能な学校給食提供の在り方を考案し、小規
模サンプルを対象として介入研究を実施した。その結果、最初は野菜などの食べ残しがあったも
のの、10日目ごろからはほとんどの学童が給食を完食し、教師や親からも評価を得たとともに、
栄養素摂取状況が改善し（特に不足していたたんぱく質、カルシウム、ビタミン C 摂取量が増
加し、過剰摂取していた脂質の摂取量が減少）、貧血の割合も介入前の 33.3％から介入後に 19.6％
へと低下した。このことにより、小規模研究ではあるものの、伝統食に基づいた給食を提供する
ことが、学童の栄養・健康改善につながると考えられた。 
先述の通り、インドネシアでは現状ほとんどの公立小学校において学校給食がないものの、こ
れまで幾度か学校給食プログラムが実施されてきた。しかしながら当該プログラムについて英
文化された資料がほとんどないこと、また、当該プログラムの評価は主に学校出席率の変化に基
づいて行われ、学童の栄養素摂取状況や栄養状態への影響は明らかにされていなかった。 

 
２．研究の目的 
本研究では、1）インドネシアの学校給食プログラムの歴史を整理すること、2）PROGASという
現行の学校給食プログラムの状況と課題を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
目的 1）については、二次データや文献のレヴューに基づき状況分析を行った。目的 2）につい
ては、状況分析に加えて，学校給食プログラム導入の効果について、学童の栄養素摂取状況や栄
養状態等を含め、複合的に評価した。 
 
４．研究成果 
1)インドネシアの学校給食プログラムの歴史についてのレヴュー 
インドネシアでは、学校給食に関連する法制度/規制は十分には整備されておらず、国家政策
（National Plans/Policies）の The National action plans for food and nutrition(NPA-FN)2011-2015にお
いて、School canteensでの食品の安全性確保のための指導やモニタリング実施が目標に掲げられ
ている程度であった。WFPの報告書では、2013年度のインドネシアの学校給食普及率は 0.05％
と非常に低く、2011年度の学校給食に対する支出額（％GDP）は 0.01％であった。 
表 1 にインドネシアの学校給食プログラムの歴史を示す。インドネシアの学校給食の歴史は
大きく 5 段階に分けることができる。インドネシアではじめに学校給食プログラムが行われた
のは 1991年～1992年のことで（第 1段階）、複数の州（アチェ州、西スマトラ州、中部ジャワ
州、ジョグジャカルタ州、バリ州、西ヌサ・トゥンガラ州、東ヌサ・トゥンガラ州、北スラウェ
シ州、マルク州、イリアン・ジャヤ州）にて選ばれた複数の小学校において、エネルギー
RDA(Recommended Dietary Allowances)の 15～20％を満たすスナックの支給、栄養・衛生教育、駆
虫プログラムを組み合わせた形で実施された。その後、1996年～1997にかけて（第 2段階）、ジ
ャワ島の貧困村(Inpres Desa Tertinggal)のすべての小学校を対象に、スナックの支給（エネルギー
300kcalかつタンパク質 7gのスナックを、週 3日、年間 18週支給）、栄養・衛生教育、駆虫プロ
グラム、スクールガーデン、地場作物の栽培を組み合わせた形の学校給食プログラムが行われた。
上記 2 つのパイロットプログラムを受け、スハルト大統領の強力なイニシアチブの元、1998 年
～2002 年にかけて（第 3 段階）、国レベルの学校給食プログラムが実施された。プログラムは、
1) 学童の出席率の向上、2)学童の身体能力の向上、3)伝統食への愛を育むこと、4)健康的な食事
と衛生行動、5) 学校給食プログラムに使用する地場作物の供給・利用を通じた地域の人々の参
画促進、6)健康・栄養教育を通じた地域の人々の参画促進、7)駆虫による健康促進、8)生きた教



材としてのスクールガーデンの活用、という 8 つの目標を掲げて実施され、1998～1999 年次に
は、全ての州がプログラムに参加、53,000 校の 810 万人の学童を対象とし、およそ 5050 万 US
ドル（当時レート）の予算が拠出された。しかしながら、1997年～1998年に起こった経済危機
の影響により、政府予算が激減、ドナーからの支援金は社会保障関連へと回され、学校給食プロ
グラムの予算も大きく削減され、2002 年にはプログラムが中止された。その後、インドネシア
の地方分権化に伴い、様々なプログラムの実施が地方首長の裁量によって決められるようにな
る。学校給食プログラムも例外ではなく、第 3段階の内容を踏襲する形で、2010年~2011年にか
けて（第 4段階）、地方自治体が主体となる学校給食が展開された。 

2016年からは（第 5段階）、PROGAS（Program Gizi Anak Sekolah）と呼ばれる中央政府主導の
学校給食プログラムが開始された。 
 
表 1:インドネシアにおける学校給食の歴史（Sekiyama et al., 2018より抜粋） 

 
 
2)PROGASプログラムの状況と課題 
インドネシア教育省から学校給食の予算が捻出されることとなり、2016年から PROGASと呼
ばれる学校給食プログラムが開始された。2015 年から PROGAS プログラムの準備が開始され、
ガイドラインやモジュール作成などが行われた。2016 年度のプログラム対象地としてバンテン
州の 1県と東ヌサ・トゥンガラ州の 3県が選択され、2016年 4月末には対象地においてプログ
ラムのキックオフ会議と学校関係者・給食提供者のトレーニングが実施された。7月から給食提
供が開始され、24日間を 1クールとして 4クール、計 96日間にわたって給食が提供された。給
食提供を受けたのは小学校 142 校、36,547 名の学童であり、カバー率はインドネシアの学童の
0.14%であった（2015/2016年時点での小学校数は公立校 132,381校、生徒数 25,885,053名）。 

PROGAS は先行の学校給食プログラムと異なり、給食としてスナックではなく食事を提供す
るものであり、地場食材を活かし、1食あたりの価格が 12,000Rp（日本円で 87円相当、2020年
6 月時点）、エネルギー400~500Kcal、タンパク質 10~12g を含むように献立が作られた。また、
初期費用として食器類の費用 30,000Rp/生徒 1 人当たり（日本円で 219 円相当、2020 年 6 月時
点）、調理場の設備費 4,500,000Rp/学校当たり（日本円で 33,000円相当、2020年 6月時点）が学



校に支給された。なお、食事の提供とともに、栄養・衛生教育、駆虫プログラムも取り入れられ
た。 
本研究では、各県のプロジェクト対象校 7校と非対象校 3校（コントロール群）を選択し、栄
養素摂取状況や身体計測値などの面について、介入前後の変化を調査するとともに、コントロー
ル群との差異を検証した。また、現地調査の際に、小学校教諭、調理者、保護者に対し聞き取り
調査を実施し、給食提供の問題点等を明らかにした。 
介入の結果、プロジェクト対象校ではエネルギー、タンパク質、鉄の摂取量が有意に増加した
が、非対象校ではそのような変化はみられなかった（表 2）。また、対象校では介入開始から 2か
月間で平均 0.2kgの体重増加がみられたが、非対象校では 0.1㎏の体重減少がみられた。このこ
とにより、PROGAS プロジェクトの対象校において、給食提供により学童の栄養・健康状態が
改善されたことが示された。 

 
表 2. PROGAS参加群とコントロール群との栄養素摂取状況の比較（Sekiyama et al., 2018より
抜粋） 

 
 
今後、国全体の学童の栄養改善のために、給食プログラムの普及率向上と、給食を活かした栄
養教育の取り組みの教科が必要であると考えらえる。 
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